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公共文化ホール職員における 
専門性に関する研究の整理と課題

水　野　真由美　

はじめに

　文化行政における重要な施策として公共文化ホール１）の建設があげられるが、これらは地域住

民が身近な場所で舞台芸術を鑑賞できる機会を確保することを目的とすると同時に、首都圏に偏り

がちな舞台芸術の公演の場を地方においても確保することを目的として、1960 年代から 80 年代を

ピークに各地に建設されているものである。公共文化ホールは、地域の文化振興の拠点として建設

当初は注目を浴びるものの、年間利用率がなかなかあがらないホールもあり、それらに対して、単

なるハコモノづくりでいいのか、という批判があがるようになった。そして、ハコモノづくりとい

うハード重視の時代から、そこで事業をいかにしておこなうかということが問題となるソフト重視

の時代を迎えた。

　公共文化ホールで開催されるプログラムというと、従来は評価の定まった演奏家がホールに来て

コンサートを行うといった内容のものが多くの割合を占めていたが、このようなプログラムに加え

近年では参加型事業や文化のまちづくりと連動した事業２）、アウトリーチ活動３）などの開催が各

地で脚光を浴びている。これらは一般的に「教育プログラム」と呼ばれている。しかし、この教育

プログラムについて、行政、市民、ホール関係者の間で「なぜ公共文化ホールが教育プログラムを

実施するのか」という、その目的についての共通理解が形成されていない、との指摘もなされてい

る。４）さらに、このような教育プログラムをも含めた事業を公共文化ホールにおいて展開していく

にあたって、公共文化ホールに専門職員をおいてほしいという声も上がっている。ここで必要とさ

れる専門職員には、芸術に精通していることが要求されるのみならず、まちづくりや生涯学習への

知識をもち総合的な観点から公共文化ホールの事業を企画、運営していくことが求められている。

　上記のように公共文化ホールの職員に専門性が求められる傾向が強まっているが、現状では公共

文化ホールへのそのような職員の配置はなかなか実現されていない。その原因として、芸術に関す

る専門知識やまちづくり、生涯学習に関する専門知識を総合的に備えた職員が必要であるといって

も、それぞれの知識をどのように関連付けて政策の立案、実現に結び付けていくのかが明確でない

ことがあげられるのではないだろうか。その点から、公共文化ホールの職員に必要とされる専門性

の内実について明らかにする必要があるといえる。本稿では、公共文化ホール職員に必要とされる

専門性の内実に関する言及について文化行政研究、文化政策研究の中から整理し、そこから今後の

課題を得ることを目的とする。
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１．文化行政の展開と行政の文化化

　本章では、公共文化ホールの建設、管理・運営などの事業を含む文化行政の展開を概観し、その

中で行政職員に関する論点として「行政の文化化」をとりあげて、文化行政研究において行政職員

のあり方がどのように位置づけられたかを述べる。

　文化行政という用語自体は 1960 年代に登場しているが、府県レベルで文化事業や制度の整備が

開始されたのは 1970 年代前半である。５）これが全国規模の会議体へと発展し、1977 年９月に「全

国府県文化行政連絡会議」が、1979 年 11 月に「全国文化行政シンポジウム」が行われた。このふ

たつの会議は文化行政の原点として認識されている、と上野征洋は述べている。６）

　1981 年に刊行された松下圭一と森啓の編著による『文化行政　行政の自己革新』の中で松下は、

1970 年代から各地でさまざまな文化に関する施策が行われたが７）、これらの個別施策は「それぞ

れの自治体の突出した担当職員、ことにトップの創意と決断によってになわれて」おり自治体行政

全般の体質は依然として変わっていないという問題意識をあらわしている。そして、松下は「行政

のあり方全体への問い直し」として、「行政の自己革新」、「行政の文化化」の必要性を述べた。「行

政の文化化」とは「自治・分権システム」の再構築を目的として、行政機構と職員の意識を改革す

ることであると主張した。

　中川幾郎は、これに関する一般的な理解について次のようにふれている。「「文化に行政の視点

を」という方向が「文化行政であり、「行政に文化の視点を」という方向が「行政の文化化」であ

る、という説明」あるいは「行政が芸術などに理解がある存在になること、いわば「行政の芸術

化」が行政の文化化である、という解釈」はいずれも「行政の文化化を本質的に説明しているとは

いいがたい」８）と指摘している。

　松下は、経済のゆたかさが達成されたがゆえに文化のうるおいを求めるという考え方を否定し

て、文化は「たんなる生活のアクセサリーではない」という前提にたち、「都市社会の成熟によっ

て問われる中枢課題は、「市民自治」による「市民文化」の形成にほかならない」９）と述べた。すな

わち、「市民文化」の形成は「経済・社会・政治の全域にわたる再編」をさしていて、そこから文

化行政の《目標》が「経済・社会・政治をつらぬく「市民自治による市民文化の形成」である」と

導いた。そして、文化行政の直接の《課題》は「行政自体の文化化」であるとした。10）

　上記の松下の提起を受けて田村明は「行政の文化化」について次のような説明をした。田村は、

中央行政に牽引される形での自治体の縦割り行政や事なかれ主義を指して、行政組織や職員個人

が「あまりにも人間性を忘れ、能動的な姿勢を忘れていた」ことを批判し、そのような体質を克服

して行政側が「地域の新たな政策課題の発見」や「かくれている問題」をほりおこすことが必要で

あるとした。そして、行政の文化化を組織や個人がどう受けとめてゆくかについての原理として、

（１）固定観念の排除と柔軟の思考、（２）積極的で創造的な意欲、（３）総合的視点の確立と独善

性の排除、（４）新しい質、新しい価値の発見と、その実現への行動、（５）行政目的の反省と自治

からの再出発、の５点をあげた。11）
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　そしてこのように行政ないし職員の文化水準が高められた組織において、文化センター建設や

文化祭・芸術祭の主催や地域伝統文化や伝統産業の振興などの「文化施策」を行うことは、「文化

行政」という独立した分野の施策としてそれを行うのではなく「文化水準の高い日常行政にすぎな

い」12）と松下は述べた。

　「行政の文化化」は 80 年代を通じて各自治体に浸透していったようであったが、他方、好景気の

影響を受けて各自治体で美術館、音楽ホールなどの「ハコモノ」行政へと傾斜していった。上野

は、「「行政の文化化」あるいは「意識改革」は、市民には不可視の世界であ」って、「わが国の自

治体における「文化行政」は、まず「見える」方向へと進んだ」13）と述べている。1978 年に出され、

現在もなお一般的に流布している行政の文化化に関する「埼玉テーゼ」は、 ①人間性（やすらぎ、

ゆとり、思いやりなど）、②地域性（シンボル性、親しみ、歴史との結びつきなど）、③創造性（オ

リジナリティ、手づくりなど）、④美観性（美しさなど）という四つの文化的な視点から行政を見

直すという内容であるが、これについて中川は「埼玉テーゼにおけるキーワードは行政のわかりや

すい道しるべとして一般的に受け入れられてきた」が「印象的・表面的な解釈がなされがちであっ

た」と述べた。14）

　以上をふまえて中川は「行政の文化化」の再検証について論じているが、その中で行政職員につ

いては次のように言及されている。「･･･行政職員自身が、前例や慣習、既成制度、行政組織のワク

組みにとらわれずに、自由な発想を持って積極的な提案を行おうという趣旨である。とはいえ多く

の自治体では、やはり職員提案が生かされないか、小さなアイディア程度の提出で終わっている。

･･･したがって、明確な政策主体としての自立をめざす方針が組織全体に明らかにされるとともに、

創造的な提案を実際に具体化させる仕組みや、政策形成、再形成のためのルールと組織設計が、他

方で必要となる。真に「創造性」を発揮させるためには、行政組織が立脚する価値観すなわち「行

政文化」の改革を不可避とするのである。」15）

　以上、文化行政の展開を概観したうえで、「行政の文化化」に着目して、文化行政研究において

行政職員のあり方がどのように位置づけられたかを述べた。「行政の文化化」の文脈の中では、職

員の自己革新、すなわちそれまでの行政組織や個人のあり方を見直して「地域の新たな政策課題」

や「かくれている問題」を提出することが求められたが、「地域の新たな政策課題」や「かくれて

いる問題」をほりおこすのに行政職員がどのような対応をすればよいのかは明確でない。このこと

が「行政の自己革新」の遂行の難しさにつながっていると考えられる。「地域の新たな政策課題」

や「かくれている問題」の提出を職員個人の「思いつき」に頼っているだけでは限界があるだろ

う。「地域の新たな政策課題」や「かくれている問題」をほりおこすには、専門的な方法によるア

プローチが有効であるのではないだろうか。よって、日常行政として公共文化ホールの管理・運営

などを含む文化施策を行うことには限界があり、「現場の声」として公共文化ホールへの専門職員

の配置を求める声が多く出ていることはそのことの表出であると言えるだろう。
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２．公共文化ホールの機能とその職員に求められる専門性

　1990 年代に入り、前章で述べたような文化行政の歩みを包括的、構造的に総括し、新たな「文

化政策」という概念を構築する試みが登場した。中川は、「これまでの国モデル受容型もしくは他

自治体事業のモデル追随型の「文化行政」施策の実施から自治体政府としての主体的な「文化政

策」への転換を図るべき時期が到来したのである。」と述べた。また、根木昭は、文化経済学や

アートマネージメント論との連携を図りつつ、隣接諸政策も含めて政策科学の立場から方法論を

用いることを文化政策学構築の視点としてあげた。16）このような文化政策学の立場から、公共文化

ホールの機能の歴史的変化や公共文化ホールの機能面から見た職員に求められる専門性についても

論じられている。以下、公共文化ホールの機能の変遷を概観し、今日的な公共文化ホールの機能を

明らかにした上で、公共文化ホールの機能面から見た職員に求められる専門性について言及する。

　公共文化ホールの前身は、公会堂にあるといわれている。大阪市中央公会堂17）（1918 年）を最初

とする初期の公会堂は、集会や講演会を目的とした講堂の性格をもっていた。その後、文化的な催

しを念頭に置いた日比谷公会堂18）（1929 年）や名古屋市公会堂19）（1930 年）などが建設され、音楽

や舞踏の公演が行われた。

　そして、第２次世界大戦後はこのようなホールを備えた文化施設の需要が高まり、特に 1960 年

代に入ってから盛んに建設された。これは 1954 年に地方交付税制度ができ、税収入が比較的低い

地方公共団体においてもハードの整備ができる環境が整ったためである。このような公共文化ホー

ルへの需要の高まりを受けて、文化庁は 1967 年度から公共文化ホール建設のための一部定額補助

を開始した。この国庫補助を受ける対象は、都道府県や人口 10 万人以上の都市等が設定する文化

施設であり、ホール、展示場等の床面積が 1500m2 以上かつ固定席が 500 席以上、練習室３室程度

を有することが条件であり、建設費の３分の１程度が補助された。

　上記のような多目的ホールが地方に建設されたのは、地域住民が身近な場所で舞台芸術を鑑賞で

きる機会を確保する目的があったと同時に、首都圏に偏りがちな舞台芸術の公演の場を地方におい

ても確保する目的もあった。文化庁はこれらの目的を達成するため、移動芸術祭20）、青少年芸術劇

場、こども芸術劇場21）などの巡回事業を行ったが、国主導の事業では目的を達成するのに不十分で

あった。また、公共文化ホールには地域住民の文化活動の発表の場としての役割を果たすことも期

待された。

　このような性格を持った多目的ホールが全国的にいきわたるようになったが、この多目的性の欠

点も指摘され始めた。1970 年代後半頃には文化庁も、多目的ホールはどの種目についても完全な

公演をできないという欠点があり、今後検討していく必要があるとの認識を示している。それを受

けて、1980 年前後から、演劇を専門とした尼崎の青少年創造劇場22）や音楽を専門とした宮城県加

美町のバッハホール23）など、演劇あるいは音楽専用といった性格を持った専門ホールが建設され

るようになった。1990 年代にはそのような傾向がより顕著になっている。1992 年度からは、専門

ホールと多目的ホールの補助制度を区別するようになった。この補助金は 1995 年度に廃止された
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が、その後建設されたホールでも専門性を前面に出す傾向が続いている。また、近年では水戸芸術

館24）（1990 年）のように専属の楽団、劇団を保有し、市民によるプロフェッショナルな芸術活動の

創造をめざすケースも見られる。また、すみだトリフォニーホール25）では音楽都市づくりをめざし

て文化団体との間でフランチャイズ制度26）を導入している。すみだトリフォニーホールでは新日本

フィルハーモニー交響楽団27）との間でフランチャイズ制度を導入することにより、同交響楽団に

ホールの優先的使用を認めるとともに、ボランティアの出前コンサートや小中学校への指導にあた

ることとしており、同文化ホールが音楽文化の創造・発信を通した地域づくりの拠点となることが

期待されている。

　上記のように、公共文化ホールは近年、専門化する傾向にあり、しかもホールの独自性を打ち出

した運営形態をとることが求められている。もともと公共文化ホールには全国一律の施設や職員の

基準がないことも手伝って、それぞれのホールが独自性を追求するこの傾向を強くしている。そこ

で、そのためのさまざまな事業を開催するために、財源の充実が望まれるとともに専門性を持った

職員の配置も望まれるようになったのである。

　以上の公共文化ホールの機能の変遷をふまえて、以下に今日的な公共文化ホールの機能面から

見た職員に必要とされる専門性について言及する。笹井宏益28）は文化会館29）のスタッフの種類と

して、①芸術上の立場から活動全体を総括しその充実を図るスタッフ、②自主事業の企画をするス

タッフ、③公演を支える技術的なスタッフ、④広報・営業を担当するスタッフ、⑤会館の運営に住

民の意思を反映させその組織化を進めるスタッフ、の５種類をあげている。

　①は、いわゆる「芸術監督」がこれにあたり、ホール独自のコンセプトのもとに芸術的な観点か

ら総括する役目を担う。しかし、実際は運営上の最高責任者が兼任するケースも多く見られるとい

う。この芸術監督の制度にもいくつかの問題もあると笹井は指摘している。30）それは、一つは住民

の意向と芸術監督の個性・考え方が齟齬する場合も見受けられることである。もう一つは、公共文

化ホールは行政組織の一環であるので一定の制約を受けるということである。2003 年以降、芸術

監督制度の弊害が強調され監督の事実上の解任や制度そのものの廃止が相次いでいることも言われ

ている。31）

　②は、公共文化ホールのコンセプトや芸術監督の下で自主事業を企画、制作するスタッフである。

このスタッフは音楽や演劇、舞踊といった芸術・芸能そのものに関する知識や経験が求められる

が、一般に行政職員が担当する場合が多い。公共文化ホールへの専門職員が必要であるという場合

にさすポストはこの企画、制作を行うスタッフのことである。⑤については、公共文化ホールの活

動が地域づくり、まちづくりの活動として位置づけられる場合が多いことから、住民の意思を反映

させ住民の組織化を進めるスタッフも必要だろうと笹井は述べている。32）

　佐藤望は「事業を生み出す人々　─　職員、マネジメント・スタッフ、芸術監督」の養成について

次のような内容の言及をしている。33）1991 年に慶應義塾大学で開かれたアート・マネジメント講

座を皮切りに各地で多様なアート・マネジメントに関する講座が開かれ、公共文化ホールの専門職

員の養成に向けた動きが見られる。「事業を生み出す人々」の仕事とは、「芸術の創作そのものに関
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する知識と経験と、それを事業として成立させる実務とを結びつけるもの」34）であり、それに必要

とされるこの資質を身につけるには、芸術家がマネジメントを学んで身につけるか、あるいは行政

畠の実務者が芸術を学んで身につけるかという二つの方法がある。これら二つの方法の違いは「ひ

とつの山にどこから登るかという違い」であるが、芸術を学ぶのには非常に労力がかかることを考

慮する必要がある。近年大学等でアート・マネジメント講座が多く開講されている一方で、アー

ト・マネジメントの現場ではそうした大学の卒業生に期待するという声はあまり聞かない、と佐藤

は指摘している。「事業を生み出す人々」の仕事は「広い意味での芸術センスと実務の仲介するも

の」であって、「広い意味での芸術センス」は幅広い知識と芸術に対する実践的な取り組みでしか

磨くことはできないし、経理、契約、マーケティング、統計・集計、会計といった「実務」の能力

はある程度の知識を身につけたうえで現場において実践することでしか学べないものである。大学

の学部段階でアート・マネジメントを身につけることに無理があるように思えると佐藤は述べてい

る。

　以上、公共文化ホールの機能の変遷を概観し、今日的な公共文化ホールの機能を明らかにした上

で、公共文化ホールの機能面から見た職員に求められる専門性について言及した。今日的な公共文

化ホールでは、貸し館業務やパッケージ化された公演を買い取るだけの業務を中心的に行っていた

頃と比して、職員に求められる専門性はより幅広くしかも決して浅いものではなくなっている。今

日的な公共文化ホール職員に求められる専門性を整理すると以下の３点になるだろう。１）　芸術に

対する広い知識をもち、芸術に対する実践的な取り組みによって磨かれた芸術センスをもっている

こと、２）　アート・マネジメントの知識を持ちそれを現場で実践すること、３）　地域住民の要求の

ほりおこしを行い、それを生かしたホールの管理・運営を行うこと。このような専門性は一般職員

の立場であっても芸術監督の立場であっても共通して求められるものである。これらの専門性は、

佐藤が指摘するように大学等でのアート・マネジメント講座を受講したからといってすぐに身につ

くものでなく、現場で実践する中で養っていくものである。しかし、３）　にあげた地域住民の要求

のほりおこしを行い、それを生かしたホールの管理・運営を行うために、どのような方法をとるこ

とが有効であるかということについて、文化政策研究の立場から明確にされていない。文化政策研

究においては、公共文化ホールの職員の専門性の理念型を示すかあるいはその評価の手法を示すに

とどまり、職員らがそれを行う像は具体的に描かれていないのが現状であると考えられる。

おわりに

　以上、公共文化ホール職員に求められる専門性の内実を明らかにするために、第一章では文化行

政の展開と行政の文化化について、第二章では公共文化ホールの機能と職員に求められる専門性に

ついて論じた。そこから公共文化ホール職員に求められる専門性の内実について明らかになったこ

とは次の二点である。

　第一に、「行政の文化化」の文脈の中では、職員の自己革新すなわちそれまでの行政組織や個人
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のあり方を見直し、「地域の新たな政策課題」や「かくれている問題」の提出を求めつつ、文化行

政は日常行政として行うものであるとしたが、「地域の新たな政策課題」や「かくれている問題」

をどのような方法でほりおこすのかが明確でないことに問題があるように考えられる。「地域の新

たな政策課題」や「かくれている問題」をほりおこすには、専門的な方法によるアプローチが有効

であるのではないだろうか。

　第二に、今日的な公共文化ホールの機能から見て、職員に必要とされる専門性を示した。それら

は次の３点である。１）　芸術に対する広い知識をもち、芸術に対する実践的な取り組みによって磨

かれた芸術センスをもっていること、２）　アート・マネジメントの知識を持ちそれを現場で実践す

ること、３）　地域住民の要求のほりおこしを行い、それを生かしたホールの管理・運営を行うこと。

近年このような専門性をもった人材を育成するために各地の大学などでアート・マネジメント講座

が開講されているが、それだけで必要な専門性を十分に養成できるとは言えない。１）　や２）　につ

いては、現場で経験することによってしか学ぶことのできない内容が多く含まれる。３）　について

は、地域住民の要求のほりおこしを行い、それを生かしたホールの管理・運営を行うためにどのよ

うな方法をとることが有効であるかということについて、文化政策研究の立場から明確にされてい

ない。

　上記から得られた今後の課題は次のとおりである。文化行政研究、文化政策研究の中において、

地域の新しい政策課題やかくれた問題、地域の要求をどのような方法でほりおこすかについて明確

に示されていない。これに対して、これまで社会教育実践の場では、地域の課題や要求をほりおこ

しながら、文化と教育をつなぐ実践が試みられてきた蓄積がある。このような実践が社会教育施設

や社会教育職員とどのような関わりをもちながら進められてきたのか、あるいは地域の要求をほり

おこすための社会教育職員の専門性の養成をどのように行ってきたのか、明らかにすることが必要

であると考える。

〔注〕

01）	 音楽堂、劇場、展示場等の機能を有する公立文化施設には、文化会館、文化ホール、文化セン

ター、市立劇場、市民会館などさまざまな名前がつけられている。本稿ではこれらを総称して

「公共文化ホール」とした。

02）	 このような事業の例として、市民オペラやミュージカル、演劇などを核にして関連するさまざ

まなイベントを企画するタイプのものがある。

03）	 市民に芸術を普及する目的で、文化施設の外に出かけて芸術普及活動を行うこと。例えば、交

響楽団が学校などで演奏活動を行ったり、ワークショップを行ったりする活動がある。

04）	 猪股正幸「公共ホールにおける教育プログラムとその評価」、中矢一義　監修『公共ホールの政

策評価 ─「指定管理者制度時代に向けて」』、2005 年、慶應義塾大学出版会、p.79。

05）	 大阪府では 1972 年「文化振興研究会」が創設され、翌 1973 年には企画部に文化振興室が置か

れる。また、1975 年には神戸市で「神戸文化を考える船上討論会」が開催され、兵庫県に文
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化局が設置される。田村　明「行政の文化化」、松下圭一、森　　啓　編『文化行政　行政の自

己革新』、1981 年、学陽書房、p.28。

06）	 上野征洋「「文化政策」への道のり」、上野征洋　編『文化政策を学ぶ人のために』、2002 年、

世界思想社、p.13。

07）	 松下は先進自治体の個別施策の事例として、美術館・博物館づくりでは、小木町（民具博物

館）、群馬県（群馬の森）、緑化では宇部市や武蔵野市、歴史的町並み保存では妻籠や京都市、

市街再開発では旭川市（買い物公園）、横浜市（伊勢崎町商店街）、そのほか童話の玖珠町や

ワインの池田町などをあげている。松下圭一「自治の可能性と文化」、松下圭一、森　　啓　編、

前掲書、p.5。

08）	 中川幾郎「地方自治体文化行政の歩みと「行政の文化化」」、上野征洋　編、前掲書、p.147。

09）	 松下圭一、前掲、p.9。

10）	 同上、p.10。

11）	 田村　明、前掲、pp.39–41。

12）	 松下圭一、前掲、p.22。

13）	 上野征洋、前掲、p.12。

14）	 中川幾郎、前掲、p.148。

15）	 同上、p.150。

16）	 根木　昭『日本の文化政策 ─「文化政策学」の構築に向けて ─ 』、勁草書房、2001 年、p.5。

17）	 大阪市北区。1161 席を有する大ホールは国の重要指定文化財に指定されている。

18）	 東京都千代田区。客席数は 2074 席。

19）	 名古屋市昭和区。大ホールの客席数は 1994 席。

20）	 優れた伝統芸能や現代舞台芸術を全国各地で鑑賞することができるよう、公演費等の一部を文

化庁が負担して開催した。1964 年から実施。2002 年よりワークショップ、バックステージツ

アー等も盛り込まれた芸術文化総合体験事業となった。

21）	 青少年芸術劇場、こども芸術劇場は、心の教育や完全学校週５日制の実施に対応するため、学

校、地域社会や文化施設等の相互連絡を密にし、学校の内外における文化活動や文化財に触れ

る機会を充実することにより、将来の文化立国を担う子どもたちの心を豊かに育む環境を醸成

するための施策を推進することを目的とした「地域こども文化活動推進事業（地域こどもプラ

ン）」のひとつの施策。学校週五日制に対応するため、特に土日を中心的に開催された。

22）	 文化創造の若い芽を育み、感動あふれる開かれた文化の広場をめざす劇場をコンセプトに

1978 年に建設された。公立の文化施設では初めての演劇学校や舞台技術学校、優れた舞台芸

術を紹介する鑑賞劇場、著名な舞台人を招いて実施される文化セミナーなど、多彩でスケール

の大きな自主事業を行う劇場としても注目されている。大ホール 396 席、中ホール 200 席、小

ホール 100 席。

23）	 1981 年の開館以来“田圃の中のクラシックホール”として注目を集め、地方からの文化発信
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の象徴的存在として全国的に知られる。国内有数の音響を誇る室内楽ホールで、座席後方の音

響可変装置で残響時間を調節し、演奏曲目や楽器の特色に最もふさわしい状態で鑑賞できる。

座席数は 780 席。

24）	 茨城県水戸市。水戸芸術館は、市民の芸術文化の創造及び発表の機会の提供を行うなど、市民

の芸術文化活動の拠点となることとともに、都市の核として各種機能、また、まちづくりと連

携して活動を展開し、都市の活性化に寄与することを目的として設立され、音楽、演劇、美術

のそれぞれに関する施設を有する。水戸室内管弦楽団、演劇学校等を保有している。

25）	 東京都墨田区。音楽演奏を主目的として建設されたホールで、座席数は 1081 席。

26）	 本拠地のホールと契約し、演奏会などの興行を優先的に行う権利を保障するものである。

27）	 1972 年、指揮者・小澤征爾のもと楽員による自主運営のオーケストラとして創立。以来優れ

た企画と充実した演奏で好評を得ており、1985 年には欧州公演を行い、成功を収めた。1997

年よりすみだトリフォニーホールを活動の本拠地とし、同ホールのステージで日常の練習と公

演を行うという日本初の本格的フランチャイズを導入。

28）	 笹井宏益「文化会館のスタッフ」、根木　昭・枝川明敬・垣内恵美子・笹井宏益『文化会館通

論』、1997 年、晃洋書房、pp.122–125。

29）	 笹井が使用している文化会館という用語は、筆者が使用する公共文化ホールと同義である。

30）	 笹井宏益「専門スタッフの確保」、根木　昭・枝川明敬・垣内恵美子・笹井宏益、前掲書、

p.177。

31）	 佐藤　望「公共ホールのヒューマン・リソース」、中矢一義　監修『公共ホールの政策評価「指

定管理者時代に向けて」』、2005 年、慶應義塾大学出版会、p.191。

32）	 笹井宏益「文化会館のスタッフ」、根木　昭・枝川明敬・垣内恵美子・笹井宏益『文化会館通

論』、1997 年、晃洋書房、p.124。

33）	 佐藤　望「公共ホールのヒューマン・リソース」、中矢一義　監修、前掲書、pp.188–189。

34）	 同上、p.188。


